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１ はじめに 

 

 北広島はかつて成長著しいマチであった。大都市札幌に隣接しながら空の

玄関千歳を結ぶ途上にあるその地の利は、道内他市がうらやむ人や企業を呼

び寄せた。 

しかし、このところの低成長時代を先取りするように、ベッドタウン造成

の先進モデルであった北広島団地の高齢化・少子化が著しく進んできている。

おりから三位一体改革により、交付税の大幅削減に見合う新たな税財源を見

出せないまま、義務的経費が増え続け、自治体の将来をかけた財政構造の厳

しい見直しが迫られた。平成１７年の北広島市行財政構造改革委員会の提言

を基にした北広島市の行財政構造改革大綱は、こうした危機感を背景に作成

された。 

われわれ民間の北広島市外部評価委員会は、この改革大綱に盛られた４つ

の改革の柱のうち「政策評価」と「健全な財政運営」を推進するため、市行

政の外部評価を行うことが、その役割である。行政の内側にいるいわゆる専

門家とは異なる一般市民の目、場合によっては素人の視点から見た各種施策

の再点検にほかならない。かみくだいていえば公園管理から広報紙発行、一

時保育、図書館サービス、冬季の除雪作業まで市が日常的に行っている身の

回りのサービスである事務事業と、公民館まつり、スポーツフェスティバル、

老人クラブ運営費などの補助、助成事業が評価の対象である。このような外

部評価委員会制度は、道内では札幌市、旭川市などに次ぐもので、それだけ

北広島市の将来への危機感が深刻であることの裏返しでもあるが、改革に向

けて市当局を動かした有権者の意識の高まりも見逃せない。 

点検作業は、時間的制約の中で当面その軽重を勘案して事務事業は一定の

基準の下に必要度に応じて１９件に絞り込み、補助金・交付金は平成 20 年度

新規補助 6件を対象として評価を行った。今後、随時残りの評価を行う。 

行財政構造改革大綱では、市政への市民参加とＮＰＯを始めとする公益活

動団体との「協働」こそが、新時代にふさわしい市政運営の要であると謳っ

ている。いまや地方自治体といえども、負担に応じた市民のマチづくりへの

参加は時代の要請である。勢い外部評価は一段と厳しい内容になった。これ

を機に公共サービスのあり方を市民みんなで考え、声を上げることにつなが

れば外部評価委員としてこれに勝る喜びはない。 

 

平成 20 年 2 月 日 

 

北広島市外部評価委員会 委 員 長 村 川  亘 

 副委員長 麻 生 敏 子 

 委  員 天 羽  浩 

 委  員 澤 井 將 美 

 委  員 平 山 成 信 



２ 外部評価の実施にあたり 

 

北広島市外部評価委員会は、市民や行政外部の視点に基づき政策評価及び

補助金等の評価を行うことにより、政策評価の客観性及び補助金等の透明性

を確保し、効率的な行財政運営を推進することを目的に、平成 19 年 6 月 14

日に設置されたものである。 

 

● 委員会の役割 

▽ 政策評価  ～ 事務事業や施策に係る評価、評価システムへの提言 

▽ 補助金等評価～ 公募型補助金や既存の補助金等の見直しに係る評価、

補助システムへの提言 

 

● 委員会の構成 

  委員会は、学識経験者委員４名・公募委員１名の計５名で構成。 

 

■ 外部評価の流れ 

事務事業評価  補助金等評価 

             （既存補助金） （新規補助金） 

 

評価対象事業(補助金)の選定

              ⇓ 

事業担当部局のヒアリング 

              ⇓                      

ヒアリング後の意見交換 

              ⇓ 

評価（素案）の作成・検討 

                 ⇓ 

外部評価の決定 

 

 

【評価システムへの提言】 

評価作業終了後の意見交換 

      ⇓ 

提言のまとめ 
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３ 外部評価の結果について 

 

(1) 事務事業評価 

① 評価対象の選定 

すべての事務事業を対象とすることは、委員会の体制と時間的な制約

から困難であることから、委員会で決めた次の基準により選定した４１

事業から、さらに委員会として関心の高い１９事業を評価対象とした。 

 

ⅰ 補助金・交付金事業を除く 

ⅱ 対象事業の選定 

イ～金額の高いもの（直接事業費 1,000 万円以上） 

   ロ～市の独自性がある事業 

   ハ～環境に係る事業 

二～複合として高得点の事業（次の４点に該当する数から判断） 

・直接事業費が 100 万円以上 

・上記「ロ」に該当 

・上記「ハ」に該当 

・市民生活に密着した事業 

ⅲ ⅰ及びⅱで選定した事業が特定の部局に偏っていないかをチェック 

 

事務事業名 事業担当部局 

1.就職支援事業（新卒雇用対策事業） 総務部総務課 

2.広報紙発行事業 総務部情報推進課 

3.ふれあい温泉事業(国保会計） 市民部市民課 

4.エルフィンパーク活用事業 市民部エルフィンパーク

市民サービスコーナー 

5.環境保全事業（各種環境測定、監視） 環境部環境課 

6.（生きがい福祉事業）福祉バス運行事業 保健福祉部福祉課 

7.（地域生活支援事業）コミュニケーション支援事業 保健福祉部福祉課 

8.（地域生活支援事業）社会生活支援事業 保健福祉部福祉課 

9.一時保育事業 保健福祉部児童家庭課 

10.児童センター運営事業 保健福祉部児童家庭課 

11.（包括的支援事業）高齢者支援センター運営事業 保健福祉部高齢者支援課 

12.（救急医療事業）在宅当番医制 保健福祉部健康推進課 

13.公園管理事業 建設部都市整備課 

14.除雪事業 建設部土木事務所 

15.地域職業相談室運営事業 経済部商業労働課 

16.水道第５期拡張事業 水道部水道施設課 

17.地区公民館活動事業 生涯学習部社会教育課 

18.(青少年指導支援事業)不登校等対策事業 生涯学習部青少年課 

19.図書館読書サービス事業 生涯学習部図書館 
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② 評価過程と視点 

 

＜評価過程＞ 

    委員会では、平成 19 年 7 月から 9月の計５回にわたり事務事業担当部

局に対するヒアリングを行った。 

   ヒアリングは、担当部局による概要説明の後、次の視点に沿って質疑

応答形式で実施。概ね、１事業当たり 20～30 分程度を要した。また、１

回では済まず、再ヒアリングを実施した事業もあった。 

ヒアリング実施後、その結果について協議を行い、委員間の意見集約

を図ったうえで、委員会としての意見をとりまとめた。 

   なお、意見集約の際に集約できなかった意見についても、各委員によ

る「主な意見」として掲載した。 

 

＜評価の視点＞ 

外部評価の視点は、事業担当部局による１次評価と同様に、妥当性、

有効性、効率性、公平性の４つの指標を評価視点とすることとした。 

    

【妥当性】 

・ 市民や社会の要求に合致しているか。 

・ 上位施策を達成するために必要な事務事業か（目的妥当性の度合） 

・ 行政が関与しなければならない事務事業か(公共性・公益性の度合） 

【有効性】 

・ 成果指標値から見て、目標の達成度はどの程度か（達成度合） 

・ 目的を達成するための手段（実施方法）は有効か（手段有効度合） 

【効率性】 

・ 投入した予算や人員に見合った効果が得られているか（費用対効

果の度合） 

・ 効率的な方法で実施しているか（同じ経費でもっと効率的な方法

はないか） 

【公平性】 

・ 受益者負担は適正か 

・ 当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏っていないか 

 

 

 

 

 

 

 

 



③ 評価結果 

   今回外部評価を行った個別の事務事業に関しての総合判定、意見は次

のとおりである。 

    

    1.就職支援事業（新卒雇用対策事業） 総務部総務課 

    

【総合判定】廃止 

 

【今後の方向性に係る集約意見】 

 高卒新卒者の応募状況の減少は、採用条件やＰＲの問題より、雇

用状況の好転を反映したものと考えられ、本制度が雇用促進のため

のワークシェアであることを考慮すれば、すでにその役割を終えた

と判断できる。札幌市など他市の例をみても、速やかに廃止すべき

である。 

 

【意見集約過程での主な意見】 

・ 効率性・有効性の観点から、廃止すべきと考える。 

 

2.広報紙発行事業 総務部情報推進課  

 

【総合判定】見直し 

 

【今後の方向性に係る集約意見】 

 広報紙作成発行についてコストの削減を図るため、編集の民間委

託や広告の掲載など積極的な取組みが必要である。 

 

【意見集約過程での主な意見】 

・ 広告掲載を検討すべきであり、また、経費削減が可能なら民間委

託も良いのではないか。 

    ・ 広告掲載のメリットはあるが、積極的にやるかどうかだ。民間委

託するにしても、公の広報なのだから主導権は市でなければならな

い。 
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 3.ふれあい温泉事業(国保会計） 市民部市民課 

 

【総合判定】見直し 

 

【今後の方向性に係る集約意見】 

 財政状態が悪化している国民健康保険会計における支出（医療費）

総額を抑制する目的で、平成 20 年度からは４０歳以上を対象に特定

健診を行い、メタボリック該当者等をピックアップし集中的に保健

指導を行うことになっているとのことである。有効性、効率性の観

点からは温泉券よりも前述の予防措置が理にかなっていると考える。 

 

【意見集約過程での主な意見】 

・ 利用券の配布をもっと効率的にできるといいのだが。 

 

4.エルフィンパーク活用事業 市民部エルフィンパーク市民サービスコーナー  

 

【総合判定】見直し 

 

【今後の方向性に係る集約意見】 

  行政サービス窓口は、平日、週末、祝日の各時間帯ごとの利用状

況をまとめ、他市の実情なども考慮して、受付時間の大胆な見直し

を図る。同時に嘱託職員 5人の勤務体制は、民間会社並みの発想で

より省エネ型の運営を目指す。交流広場は、利用料無料という現状

の特性を生かした活用法の工夫とＰＲを行う必要があろう。 

 

【意見集約過程での主な意見】 

・ 必ずしも経費削減につながらないかもしれないが、開設時間につ

いては、利用の少ない時間帯を開けないなど、もっと現実的な対応

が必要なのではないか。 

・ 平日の開設時間と土日祝日の開設時間を変えるとよいのではない

か。 

また、月内の日や曜日のピークを加味した勤務ダイヤ構成は考え

られるのではないか。 
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 5.環境保全事業（各種環境測定、監視） 環境部環境課 

  

【総合判定】現状継続 

 

【今後の方向性に係る集約意見】 

 環境測定・監視を定期的に実施し、基準を超える数値が生じた場

合、悪臭等に対し苦情があった場合など、迅速な体制で対応し住民

の安全と快適な環境保持を継続する。 

 

【意見集約過程での主な意見】 

・ 苦情に対する迅速な対応が行政として必要だ。もう少し予算をか

けて環境測定項目の増加など事業拡大もできるといいが。 

 

6.（生きがい福祉事業）福祉バス運行事業 保健福祉部福祉課  

  

【総合判定】現状継続 

 

【今後の方向性に係る集約意見】 

 高齢者の生きがいづくりや障がい者の社会参加の促進など福祉の

向上を目的とする福祉バスの稼働率を上げるため、各種団体の利用

促進はもとより、冬期間には「ふれあい温泉事業」等と連携をとり、

多数の人々に周知することも大切である。 

 また、市所有の福祉バスについて、購入から１５年経過している

ことから、更新にあたっては、経済性や利便性などを十分検討する

必要がある。 

 

【意見集約過程での主な意見】 

・ ふれあい温泉事業との連携などの工夫をして、福祉バスの活用拡

大を目指すべきである。また、福祉バス更新のときには借上げを検

討してはどうか。 
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 7.（地域生活支援事業）コミュニケーション支援事業 保健福祉部福祉課

 

【総合判定】現状継続 

 

【今後の方向性に係る集約意見】 

 手話通訳者の派遣増加に伴い、専任者の負担も増加傾向にあるが、

養成講座の充実、登録者の増加、手当のあり方など登録制度の見直

しと登録者の活用拡大により、事業内容の充実を図るべきである。 

 

【意見集約過程での主な意見】 

・ 底辺拡大によるレベルアップや高いレベルの人を登録するなど、

登録通訳者を増やすという発想が必要だろう。 

・ 専任手話通訳者の派遣が 308 回と負担は大きいと思うが、登録通

訳者をもっとうまく活用する方向がいいと思う。 

    ・ 専任にしなくても、登録者の中でレベルの高い人の派遣回数を増

やすことなどはできるのではないか。また、専任 2人体制になると、 

派遣要請が間に合ってしまい、登録者の養成にならなくなってしま

うのではないか。 

 

 8.（地域生活支援事業）社会生活支援事業 保健福祉部福祉課 

 

【総合判定】現状継続 

 

【今後の方向性に係る集約意見】 

 障害児・者の自立と社会参加、介護家庭の支援などを目指した本

事業は、日中一時支援や入浴サービス、デイサービスなど本市独自

の事業を効果的に展開、周辺他市に比べ充実した内容になっている。

継続実施すべきである。 

 

9.一時保育事業 保健福祉部児童家庭課  

 

【総合判定】現状継続 

 

【今後の方向性に係る集約意見】 

 現状の受入体制では本事業に対する高い市民ニーズを十分吸収し

きれてはいない。一時保育という運営上の制約を考えると、定員充

足率が低位置で推移しているのもやむを得ないと判断される。 

 ファミリーサポートセンター事業の開始など保護者の選択肢も増

えてはいるが、今後、実施地区の拡大や定員増などの受入体制の充

実を図る必要がある。 



【意見集約過程での主な意見】 

・ 子育て支援という側面から必要性は高い。しかし、もっと地域的

な広がりや民間との協働があるといいと思う。 
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 10.児童センター運営事業 保健福祉部児童家庭課  

 

【総合判定】見直し 

 

【今後の方向性に係る集約意見】 

 児童センター設置の目的に照らせば、現状は直営、委託方式とも

それぞれの特徴を生かし一定の成果を上げている。今後も少子化、

核家族化の進行の中で子育て支援の役割はさらに高まると予想され、

まずは地域性に配慮した設置を促したい。学校統合後の校舎活用を

主体にＮＰＯの参加、市民との協働を速やかに模索すべきである。 

 

【意見集約過程での主な意見】 

・ 法律で児童は 18 歳未満だが、実際の利用は小学生が中心であり、

利用者の底上げや利用促進という面から、中身の検討が必要である。

また、午前中の活用促進については、利用者ニーズに沿うやり方を

計画するべきである。 

・ 児童センター利用者の半分が小学生なので、学校で預かる制度（放

課後教室）が入れば、児童センターの意味がなくなるのでは。 

 

11.（包括的支援事業）高齢者支援センター運営事業 保健福祉部高齢者支援課 

 

【総合判定】拡大重点化 

 

【今後の方向性に係る集約意見】 

 新予防給付のマネジメント業務の増加により、本来の高齢者支援

センター運営が厳しくなっている現状を改善するため、利用実態に

即した要員の配置が急務である。当面、新たに設置が決まっている

支援センター職員の有機的運用を図るなど弾力的な対応を検討する

必要があろう。 

 

【意見集約過程での主な意見】 

・ 増設に向けてスタッフをそろえていく必要があるのではないか。

増設するまでの間も、人員を増やして利用しやすい体制を作ること 

が大事だ。 

    ・ 機械的な地域割りの人員配置でなく、十分な調整をしながら必要

な所へ必要な人員を配置することが大切だ。 
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 12.（救急医療事業）在宅当番医制 保健福祉部健康推進課 

 

【総合判定】現状継続 

 

【今後の方向性に係る集約意見】 

 市民の健康を守るための救急医療体制の維持を目的とする事業で

あり、今後とも継続して行う必要がある。 

 なお、近年市内においては早朝、夜間の診療時間を延長する民間

医療機関も増加していることもあり、現行の実施時間帯が有効かつ

効率的 なものとなっているか、医師会の意向も踏まえて検討する

余地はあると思われる。 

 

【意見集約過程での主な意見】 

・ 早朝や夜間の診療は民間との協調を図るなど、検討していっては

どうか。 

    ・ 一部の医院で時間延長していても、全体のことには代えられない

のではないか。 

 

13.公園管理事業 建設部都市整備課  

 

【総合判定】見直し 

 

【今後の方向性に係る集約意見】 

 少子化が進み、子供のいない公園が増加しているとはいえ、安全

管理を含めた遊具等の定期的なメンテナンスは欠かせない。利用実

績の少ない公園で破損し危険な遊具の撤去は、限られた財源の中で

はやむをえないが、その場合でも、ベンチや水回りなど公園として

欠かせない施設は残す必要がある。 

現在、市内を６ブロックに分けて行っている草刈りや清掃、施設

点検などの委託業務は、指定管理者制度を導入することで一括発注

方式に改め、経費削減に努める。一方、町内会など地域のボランテ

ィアに働きかけ、公園を「地元の庭」として、ゴミ拾いや草刈りな

どに積極的に参加してもらう。現状の報償制度の活用をさらに促す。 

 

【意見集約過程での主な意見】 

・ 清掃や草刈など範囲は限定されるが、町内会など住民による公園

管理の拡大を検討してほしい。 

    ・ 遊具など痛んで危ないが予算が少ないからできない、直せないか

ら撤去するというのでは、公園でなくなる。最低限、公園としての

維持は必要だ。 



14.除雪事業 建設部土木事務所  

 

【総合判定】見直し 

 

【今後の方向性に係る集約意見】 

 除・排雪に対する市民ニーズの高まりは、高齢化の進展により増

加・多様化している。とりわけ出入り口などをふさぐ除雪のあと処

理への苦情は、毎年ワーストワンとなっている。本市の除雪体制・

実施状況が近隣市に比べ見劣りしていない現状に照らし、これら苦

情に全て対応するには限界があろう。この解決策としてボランティ

ア活動、パートナーシップ拡充など、市民との協働体制の強化が何

より求められる。これには市民の理解が不可欠であり、そのために

広報紙の活用、町内会への働きかけなど、日常の広報活動を見直し、

充実させる必要があろう。 

 

【意見集約過程での主な意見】 

・ 高齢化に対処したやり方が検討されてもいいのではないか。また、

市民生活の利便性に向けた、予算配分とならないか。さらに、除雪

業者が変わるときは市から十分な指導が必要であろう。 

    ・ 現体制の中では他市と比較しても見劣りがしない。また、市民と

の協働に向け、町内会などへの小型除雪機の貸し出しを予定するな

ど、新しい試みに期待したい。 

    ・ 広報の強化や出動回数を少し増やすことなどで、苦情をいくらか

でも減らすことはできるのではないか。 

    ・ 市が多様な市民ニーズに全て応えることは困難なことから、パー

トナーシップの充実が必要である。 
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 15.地域職業相談室運営事業 経済部商業労働課  

 

【総合判定】現状継続 

 

【今後の方向性に係る集約意見】 

 求職者に対する職業相談窓口として場所及び検索機器等の提供と

ハローワークとの連携により一定の成果を上げているが、就職実績

をみると有効性は不充分である。利用者の目的は求職にあり、より

利便性の向上を高めるためには、市の管内事業所への積極的な働き

かけや関与により「求職・雇用の場、情報提供の充実」を図る取組

をしてほしい。 

 

【意見集約過程での主な意見】 

・ 地域職業相談室の活用方法に工夫の余地はあるが、現在のままで

もそれなりに活用されており、廃止すべきものではない。 

 

 16.水道第５期拡張事業 水道部水道施設課 

 

【総合判定】現状継続 

 

【今後の方向性に係る集約意見】 

 平成１８年度末の上水道の普及率は９９．４％で、国の平成２２

年度目標である９９％はすでにクリアし、配水池貯留量も目標値に

到達している。平成１６年度に、水道事業再評価審議委員会におい

て当該事業計画の規模を縮小して継続すべきとの答申がなされ、現

在はこの答申に沿った事業の遂行中であり、これを継続することが

妥当である。 

 

【意見集約過程での主な意見】 

・ 公平な水の確保という視点で第 5期拡張事業は必要と思う。 

・ 給水率 100％を目指すにしても、経営努力により料金を維持してい

くことが大事だろう。 

 

17.地区公民館活動事業 生涯学習部社会教育課  

 

【総合判定】拡大 

 

【今後の方向性に係る集約意見】 

 様々な形で地区の生涯学習の振興を支援してきたが、社会の深化

につれ家庭と子どものあり方や防犯，福祉など新たな課題への対応



が 迫られている。これら課題に幅広く、柔軟に取り組むために、

単なる学習活動を超えた組織づくりと事業展開が必要となってきて

いる。 従って、本事業は先に西部地区で始まった「生涯学習振興

会」の活動と同様に、各地区とも新時代にふさわしい事業へ速やか

な衣替えが望ましい。 
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 18.(青少年指導支援事業)不登校等対策事業 生涯学習部青少年課 

 

【総合判定】現状継続 

 

【今後の方向性に係る集約意見】 

 本事業の目的は不登校等児童の学校復帰と未然防止にあり、「み

らい塾」を中心に関係機関との連携により不登校児童対策は成果を

上 げており、活動の継続を図る。 

 また、ひきこもりや不登校の要因が多様化・複合化していること

から、未然防止に向けては、道派遣の臨床心理士の継続配置に期待

する一方、市独自の配置など体制強化に向けた積極的な検討が必要

である。 

 

【意見集約過程での主な意見】 

・ 現実的な対応がなされており、他市との比較でも遜色がない。 

・ 現在の臨床心理士が派遣されている調査研究事業（北海道との共

同）を継続するべきと思う。 

 

19.図書館読書サービス事業 生涯学習部図書館  

 

【総合判定】現状継続 

【今後の方向性に係る集約意見】 

 市民の知的欲求、生涯学習の場としての一定の目的を果たしてお

り、今後も業務委託職員の司書資格保有率の高さを維持しながら、

嘱託職員や地域ボランティアの活動の場をさらに拡大することが望

ましい。団地、西の里の「地区図書館」は、設備拡大より地域の実

情に合わせた個性ある学習の拠点化を目指し、図書取り寄せシステ

ム、巡回図書館の活用・充実などと合わせながら、中央・地区図書

館の役割分担を明確にすべきである。 

【意見集約過程での主な意見】 

・ 市内の各地区に「ミニ中央図書館」を作っても仕方ないと思う。

高齢者向けとか子ども向けなど、特徴的なものにしていく方が、ス

ペースの有効利用にもなるのではないか。 

・ 図書の取り寄せを利用するのも一つの方法でしょう。 



(2) 補助金等評価 

  ① 評価対象の選定 

    市が交付する補助金及び交付金については、すべて評価の対象となる

が、補助金等交付基準の分類に基づき、下記対象外を除き補助金等を性

質的に分類し、「補助金」に分類されたものを当面の評価対象とした。 

                           【分類表：別紙】 

  ⅰ 対象外 

・ 国、道等の法律、条例等により別に定められているもの 

・ 債務負担行為が既に設定されているもの 

・ 扶助費的性格の給付金 

  ⅱ 性質的分類 
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・ 負担金的性質 

・ 委託的性質（行政補完的）    「交付金」 

・ 誘導的性質（政策的誘導） 

   

・ 経済的支援 

・ 奨励的支援           「補助金」 

・ その他 

 

  ② 評価の実施時期 

  ⅰ 既存補助金 

・ 既存補助金については、３年間の終期設定を行い２年目に評価する。 

・ 初回の評価については、評価時期が集中することから補助金制度の経

過年数や所管する部局のバランスを考慮し、おおむね３ヵ年に分け評

価する。 

  ⅱ 新規補助金 

・ 制度化する年度に評価する。 

 

  ③ 平成１９年度の補助金評価 

    平成１９年度に制度化し、平成２０年度から施行を予定している次の

補助金を評価した。 

 

 補助金名 所管部局 

１ 幼稚園就園準備補助金 保健福祉部児童家庭課 

２ ごみステーション整備事業補助金 

３ 集団資源回収ストックヤード整備事業補助金 
環境部廃棄物対策課 

４ 空き店舗利用促進事業補助金 

５ コミュニティービジネス創業支援事業補助金 
経済部商業労働課 

６ 農地改良（暗渠排水・農地復元）事業補助金 経済部農政課 
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 ④ 評価過程と視点 

＜評価過程＞ 

    委員会では、平成１９年１１月から１２月の計２回にわたり補助金所

管部局に対するヒアリングを行った。 
    ヒアリングは、所管部局による概要説明の後、次の視点に沿って質疑

応答形式で実施。おおむね１補助金当たり２０～３０分程度を要した。

また、２回のヒアリングを実施した補助金もあった。 
    ヒアリング実施後、その結果について協議を行い、委員間の意見集約

を図ったうえで、委員会としての意見をとりまとめた。 
    なお、意見集約の際に集約できなかった意見についても、各委員によ

る「主な意見」として掲載した。 
 

＜評価の視点＞ 

 外部評価の視点は、既存及び新規補助金について次の指標を評価視点と

した。 
ⅰ 既存補助金 
【公益性】 

・事業効果が特定することなく、広く市民の福祉の向上に寄与しているか。 
 【必要性】 

・事業活動の目的、内容が明確であり、社会経済情勢に合致しているか。 
  【効果性】 

・費用対効果が認められるか。 
  【適格性】 

・事業活動の内容が補助の目的と整合性がとれているか。 
・団体等の会計処理及び補助金の使途が適切であるか。 

 【将来性】 

・事業の継続により更なる効果の拡大が期待できるか。 
 
ⅱ 新規補助金 

  【公益性・必要性・効果性】 

・客観的な公益性を有しているか。 
・事業効果が特定することなく、広く市民の福祉の向上に寄与しているか。 
・事業活動の目的、内容が明確であり、今日の社会経済情勢に合致している

か。 
・市民と行政との役割分担の中で、真に補助すべき事業・活動であるか。 
・市民の福祉の向上やサービス向上に効果が認められるか。 
・すでに実施している類似の補助金はないか。 
・事業内容や団体の自主性の観点から、適正な補助額（率）となっているか。 
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 【適格性】 

・補助金支出の根拠や手続きが明確で、法令等に抵触しないか。 
・団体等の運営に透明性があり、会計処理が適切に行われているか。 
・団体の事業活動の内容が、補助の目的と一致しているか。 

 
 
  ⑤ 評価結果 

    今回評価を行った個別の補助金に関しての総合判定、意見は次のとお

りである。 

 

１．幼稚園就園準備補助金      保健福祉部児童家庭課 

 

 【総合判定】 回避 

 

 【今後の方向性に係る意見集約】 

少子・核家族化が進む中で、一般的に幼児を抱える家庭の教育力が下が

っている現実を認めるにしても、その対策の１つが２歳児からの幼稚園教

育とするには本市の実情を勘案しても意見の分かれるところである 
２歳児は、教育より保育こそが求められており、子育て支援を掲げるなら

公平性の視点から慎重な配慮が望まれる。制度の必要性の根拠となっている

対象幼児も、アンケート結果を見る限り、むしろ入園希望は少ないと見るの

が妥当である。適格性については、特に異論はなかったが総合判断を回避し

たのは、この制度が市長の選挙公約であることを尊重したためである。市内

の幼稚園の充足率が７０％を切っている厳しい現状から幼児教育体制の維

持、充実を目的の１つにするなら、当然別の判断があろう。 
 

 【意見集約過程での主な意見】 

・ ２歳の就園は、託児性が強く補助金の有無が必ずしも就園判断の第１

要件になるとは思えない。 

・ 国の特区廃止の主旨からも補助金を支出してまで就園を支援する必

要性があるのか疑問であるが、市長のマニフェストにより実施するこ

とは、一定の支持があるのではないか。 

・ ２歳児の入園意向は、現状では少なく一部の保護者の負担軽減を図る

ことでしかない。子育て中の親の負担軽減であれば、ほかの子育て支

援の充実が必要ではないか。 
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２．ごみステーション整備事業補助金      環境部廃棄物対策課 

 

【総合判定】 適 

 

 【今後の方向性に係る意見集約】 

   ごみ有料化に伴い、ごみ問題（処理・環境）に対する市民ニーズも高ま

っており、本事業は現ステーションの環境問題として公益性、有効性も高

く、補助金の妥当性（対象者・対象物・金額等）も認められる。 

 

 【意見集約過程での主な意見】 

・ ごみステーションは、地域にとって日常的なものであり、その衛生面

や美観についても配慮すべきであり、ステーション整備の必要性は高

い。 

・ 有料化が検討されていることから、サービス向上の一環として取り組

んでもいいのではないか。 

・ 地域において場所などの問題はあるが、清潔にして収集しやすいシス

テムにすべきであり、補助の金額も妥当である。 

 

 

３．集団資源回収ストックヤード整備事業補助金  環境部廃棄物対策課

 

【総合判定】 適 

 

 【今後の方向性に係る意見集約】 

集団資源回収は、清掃事業の省力化とコスト削減効果のほか、ごみの減

量化とリサイクル推進の強化につながるものである。また、回収する団体

（町内会・自治会等）等には、市の奨励的助成があり活動費として運用で

きるメリットもある。回収した資源の一時的な保管に苦慮している実態も

あり、市民との協働の一環からも本事業の有益性は極めて高い。設置場所

は団体等の住民自治に委ねられるが、固定する構築物であり市の対応、関

与も視野に入れておく必要があろう。 
 

 【意見集約過程での主な意見】 

・ 集団資源回収を推進することで、ごみ処理経費の削減も図られること

から事業の有効性は高いものと考えられる。 

・ 資源ごみの一時保管場所として自治会等でストックヤードを整備す

るには、まずは場所の確保が重要である。 
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４．空き店舗利用促進事業補助金       経済部商業労働課 

 

【総合判定】 適 

 

 【今後の方向性に係る意見集約】 

市内商店街等の空き店舗を利用して新たに開業する者に対して、その家

賃を半額まで補助することは、同じ商店街において家賃を全額負担してい

る事業者との公平性について若干の疑問が残る。しかし、空き店舗が増加

し衰退する一方の商店街活性化という公益性がこれを上回り、必要な事業

といえる。 
 

【意見集約過程での主な意見】 

・ 新規に開業し経営が軌道に乗るには補助期間が１年では短いのでは

ないか。 

・ 空き店舗が増加しているのは賃料の問題だけではないが、その他の取

組みも含め商店街や周辺地域の活性化が図られるよう期待したい。 

 

 

５．コミュニティービジネス創業支援事業補助金  経済部商業労働課 

 

【総合判定】 適 

 

 【今後の方向性に係る意見集約】 

市長のマニフェストとして掲げられている新政策事業であることや、地

域の中で要望があり一定の利用団体が見込まれる。さらに協働によるまち

づくりを進めていくことが地域の活性化に繋がる可能性がある。 
 

【意見集約過程での主な意見】 

・ コミュニティービジネスの事業内容が収益性が低いこともあり、一定

程度の補助があれば活動の活性化につながるのではないだろうか。 
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６．農地改良（暗渠排水・農地復元）事業補助金   経済部農政課 

 

【総合判定】 適 

 

 【今後の方向性に係る意見集約】 

本市は、約８９０ha の農用地を擁し、依然として農業が主要産業の一つ

であるが、これら農地の半数以上は、諸般の事情から生産性が必ずしも高

いとは言えない。こうした農地の生産性を高め、さらに少なくない耕作放

棄地の再活用を促すことは、都市近郊農業として生き残り、新たな展望を

開くためにも必要である。 
 

【意見集約過程での主な意見】 

・ 補助率が１／３であり自己負担もあるが、農業者からのニーズもある

ことから実効性は高いと思われる。 

・ 対象となる戸数が２０～３０戸ではあるが、農地や景観の保全、食料

自給率向上の観点からも必要な事業である。 
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４ 評価制度全般に対する意見 

 

外部評価委員会として初めて行った事務事業や補助金等の評価作業を通し

て感じたことや気づいた点などについて、評価制度全般に対する意見として

とりまとめたので、今後の評価システム充実の参考としていただきたい。 

 

(1)事務事業評価 

①ヒアリング 

 ○ きわめて短時間で担当課の話を聞き、外部評価をする状況にあり、

説明資料に流される傾向があるのではないか。 

 ○ 理想的には、関係者の話を聞いたり、活動の現場を見に行ったりで

きるといいのではないか。 

○ 今年は 19 件を評価することになったが、評価の質を高めるのであれ

ば、1 回に１～２本だけヒアリングしていく方法もあるのではないか。 

 

②評価の視点 

 ○ 事業担当部局による調書記載内容で、必ずしも４つの評価の視点に

沿った表現になっていない場合もあり、もっと明確にさせた方がいい。 

   ○ １次評価のときに全て適切という前提なのかという評価も見られる。 

 ○ 大枠では、４つの指標を念頭に評価を行ってきたが、細部において

４つの指標ごとのチェックをしなかった面があり、次年度はこの４つ

に基づき総合評価をすべきと考える。 

○ 外部評価委員会でも事業担当部局と同じ視点で眺めることが大事だ。

また、適切・不適切の視点を先に挙げるべきかと思う。 

 

   

     

追加意見をお寄せください‼ 

 

このページは、第６回委員会での(3)事務事業評価全体に

関する意見交換で各委員から出された意見を集約したもの

です。 

当日は、ヒアリングの合間の時間がないなかでの意見交換

でしたので、これ以外の事務事業に関するご意見をどしどし

お寄せ願います。 

 

 

 



(2)補助金等評価 

  ①ヒアリング 

 

 

 

協議終了後作成予定 

 

 

  ②評価の視点 

 

 

  ③評価の方法 

 

 

  ④公募型補助金制度 
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＜資 料＞ 

 

◆ 委員会の開催経過 

   

回 開催月日 会 議 次 第 

 

１ 

 

平成 19 年 

6 月 14 日 

 

 委嘱状の交付、委員長の選出・副委員長の指名、外部

評価の実施にあたり、事務事業評価に係る対象事業の選

定について 

 

２ 

 

 

7 月 9 日 

 

 事業担当部局からのヒアリング、ヒアリング結果の協

議について、評価対象事業の決定について 

 

 

３ 

 

 

7 月 19 日 

 

 前回結果のまとめ、事業担当部局からのヒアリング、

ヒアリング結果の協議について 

 

 

４ 

 

 

8 月 9 日 

 

 評価の視点の確認、事業担当部局からのヒアリング、

ヒアリング結果の協議について 

 

 

５ 

 

 

8 月 23 日 

 

 前回結果のまとめ、事業担当部局からのヒアリング、

ヒアリング結果の協議について 

 

 

６ 

 

 

9 月 6 日 

 

 前回結果のまとめ、報告書の作成に向けて、事務事業

評価全体に関する意見交換、事業担当部局からのヒアリ

ング、ヒアリング結果の協議について 

 

７ 

 

 

10 月 18 日 

 

 事務事業ヒアリング結果のまとめ、補助金等の評価に

ついて 

 

 

８ 

 

 

11 月 12 日 

 

 補助金等の評価について、新規補助金のヒアリン 

グ・評価 

 

 

９ 

 

 

12 月 20 日 

 

前回ヒアリング結果の協議、新規補助金のヒアリン 

グ・評価 

 

 

10 

平成 20 年 

1 月 24 日 
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◆ 委員会の構成 

 

 氏  名 備    考 

委 員 長 村 川  亘 道都大学 共通教育部 教授 

副委員長 麻 生 敏 子 市教育委員、行政相談委員 

委  員 天 羽  浩 天羽浩 公認会計士事務所 代表 

委  員 澤 井 將 美 一般公募 

委  員 平 山 成 信 ヤクハン製薬㈱ 代表取締役副社長 

 

 

 
 
 


